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研究予算 

 

 

Ｒ4 年度 

5,187 千円 

Ｒ5 年度 

3,542 千円 

Ｒ6 年度 

3,250 千円 
 

合計 

11,979 千円 

研究成果 

＊概要を、簡潔に 300 字程度で記載し

て下さい。 

 

 

 

 

＊得られた成果、ならびに成果の発表

状況を、研究目標に対応させて、具体

的に箇条書きで記載して下さい。 

＊図表等を用いたより詳細な説明を、

補足資料として添付して下さい。 

【概要】 

火山災害は複数の現象が同時に発生するため、的確な避難行動には火山に

関する理解が不可欠である。本研究では、科学的知識に基づいて主体的に

行動できる小中学生の育成を目的に、富士山の火山現象（溶岩流、噴煙、

火山性地震）を題材とした実験教材を開発した。中でも溶岩流実験は、実

験教材・授業案・授業用 PPT・ワークシート等をパッケージ化すること

で、教員同士による TT での授業実践できる完成度に達した。授業実践を

通じて教材の効果検証と改良を重ね、防災クイズにより学習効果を確認し

た。 

（１）溶岩流実験教材の開発【補足資料 1】 

富士山の立体模型を活用し、火口の位置による溶岩流の経路の違いを体

感的に理解し、避難行動への意識につなげることを目的に、小学 6年生

理科を想定した教材を開発した。3種の模型に加え、授業案、評価計

画、授業用 PPT、ワークシート、取扱説明書、実験動画を作成。富士北

麓地域の小学校 3校で授業実践を実施し、教員からの意見をもとに改

良。最終的に教材一式をパッケージ化した。これらを活用し、教員同士

による TT（チームティーチング）での授業実践を実施した。 

（２）噴煙実験教材の開発【補足資料２】 

既存装置の「組み立てが難しい」という課題に対し、構造や素材の見直し

(資料 1-8) 
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を行い、改良版を開発。教員対象の研究会にて紹介・実演を実施し、実用

性と導入のしやすさを高めた。 

（３）地震実験教材の開発【補足資料３】 

火山性地震を対象とした教材として、AD 変換ボードと CPU ボードを用いた

簡易地震計の試作機を作成し、波形記録の確認を行った。また既存の簡易

キットや ICT 機器を活用し、波の伝播や特徴、地震の仕組みを視覚的に理

解できる教材も開発し、授業実践を実施した。 

（４）その他の教材の開発【補足資料４】 

教員へのヒアリングを基に、火山防災ワークショップ、自然災害に関する

授業案（土石流）、中学 1 年理科「火山」など、ニーズに応じた追加教材を

開発した。 

（５）知識の定着度合いの検証【補足資料５】 

防災クイズを授業前後に実施し、学習効果を検証。小学 6 年生対象の火山

授業では、知識設問において正答率の向上が確認された。 

研究内容の変更 

＊中間評価後に研究計画、研究予算等の見直しを行

った場合、変更点およびその理由を記載して下さい。 

中間評価後、教員からの要望を受け、当初の研究計画に加えて「土石流」

に関する実験教材の開発を新たに実施した。 

 

研究成果活用の方策 

＊研究成果の波及対象（行政、民間企

業、生産者等）、ならびに波及方法を記

載して下さい。 

 

・開発した教材は、小学校 6 年理科「土地のつくりと変化」、中学校 1 年

理科「火山」「地震」や総合的な学習の時間に活用されることを想定して

いる。 

・教員への説明会や、教頭・校長会等での情報提供を通じて、教材活用の

促進を図る。 

・児童生徒が火山をより身近に感じることで知識の深化が期待され、授業

の繰り返しにより教員自身の理解も深まる。さらに、児童生徒が家庭で学

習内容を共有することで、火山知識が地域や家庭にも広がる効果が見込ま

れる。 

継続研究計画 

＊目的達成のための中期計画のなか

で、当初より継続研究を計画していた

場合には、具体的計画を記載して下さ

い。 

本研究では、溶岩流および噴煙に関する基本原理を理解する授業を確立で

きた。一方、火山性地震については地震計の試作段階に留まっており、今

後これを活用した授業構成が課題である。加えて、科学知識を防災行動に

結びつけるための授業展開が不可欠である。これらを踏まえ、今後は総理

研研究「富士山防災学習カリキュラムの構築」（主幹事：吉本充宏）を立ち

上げ、クロスロード教材や実験教材を含むカリキュラムの体系化と実践を

目指す。 

 

（全体で 2 ページを超えないよう、各項目とも適宜行数を調整して記載して下さい。） 

添付資料（必須） 

①補足資料（事後評価のために必要となる、研究成果についてより詳細に説明した資料） 

②研究の背景、目的、内容、得られた成果等を分かりやすく説明する図（A4 横 1 ページ） 


